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Ⅰ 総則 

１．目 的 

都市計画法等施行取扱規則（平成 13 年横須賀市規則第 60 号。以下「規則」と 

いう。）第 31 条第３項の規定により別に定める高度地区の適用緩和及び適用除外  

に係る基準については、この認定基準の定めるところによる。  

２．認定基準の構成 

認定基準は、技術基準Ⅰ、技術基準Ⅱ及び技術基準Ⅲ等から構成し、都市計画の

内容に応じて、下記により適用する。  

 

技術基準を適用する都市計画の内容 技術基準 

適用緩和 

市長が建築審査会の意見を聴いた上で市街地環境の整

備改善に資すると認める建築物については、建築物の高

さの最高限度を次のとおり緩和する。  

（１） 第１種高度地区及び第２種高度地区  当該最高限

度の 1.5 倍の範囲内 

（２）第３種高度地区  市長が都市計画上支障ないと認

める範囲内 

技術基準

（Ⅰ） 

適用除外 

次の各号のいずれかに該当する場合は、建築物の高さ

の最高限度を適用しない。  

（１） 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第８条第１

項第３号に規定する高度利用地区の区域内又は同

法第 12 条の４に規定する地区計画等で建築物の

高さの最高限度が定められている区域内において

建築物を建築する場合 

（２） 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第３条第２

項の規定により、建築物の高さの最高限度の制限

を受けない建築物の大規模の修繕又は大規模の模

様替えを行う場合 

（３） 建築基準法第59条の２第１項、第86条第３項及び

第４項並びに第86条の２第２項及び第３項の規定

による特定行政庁の許可を受けて建築物を建築す

る場合 

（４） 自衛隊施設のうち直接防衛の用に供する建築物

で、市長が周辺の市街地環境の形成及び維持に支

障がないと認めるもの 

－ 
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技術基準を適用する都市計画の内容 技術基準 

適用除外 

（５） 次のいずれかに該当する場合で、市長が建築審査

会の意見を聴いた上で周辺の市街地環境の形成

及び維持に支障がないと認めるもの  

 

ア  建築物の高さの最高限度を超えている既存建築 

物の建替え 

 

イ  建築物の高さの最高限度を超えている既存建築   

 物に高さの最高限度の範囲内で行う増築  

 

 

ウ この都市計画決定の告示の日以前に建築基準法  

第86条第１項若しくは第２項又は第86条の２第１ 

項の規定による特定行政庁の認定を受けた建築物

（この都市計画決定の告示の日以後に変更の認定

を受けたものを含む。）に係る一団の土地における

建築物の建築 

エ  都市計画法第 12条の４に規定する地区計画等

の地区整備計画において、建築物の高さの最高限

度が定められていない区域内における建築物の

建築 

オ 公益上必要な建築物（国又は地方公共団体が所

有し、又は維持管理するものに限る。）の建築  

技術基準 

（Ⅱ） 

 
周辺の市街地

環境の形成及

び維持に支障

がないもの  

 

 

 

 

 

 

技術基準 

（Ⅲ） 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が建築審査会の

意見を聴いた上で用途上やむを得ないと認めるも

の 

 

＜対象となる建築物の用途＞  

工場、研究所、水道施設、下水道施設、電気通信施

設、電気事業施設、ガス事業施設、液化石油ガスの保

安施設、危険物の貯蔵又は処理に供する施設、学校等

の特殊建築物及び都市計画法第８条第１項第９号に規

定する臨港地区内における建築物等 

 

周囲の状況

により都市

計画上支障

がないもの 
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Ⅱ 用語の定義 

この基準で用いる用語の意義は、次のとおりとする。  

（１） 敷地 
建築基準法施行令第 1 条第 1 号に規定する敷地並びに建築

基準法第 86 条及び同法第 86 条の２に規定する区域等 

（２） 
首都圏近郊緑

地保全区域 

首都圏近郊緑地保全法に規定する首都圏近郊緑地保全区

域 

（３） 
地区土地利用

協定区域 

適正な土地利用の調整に関する条例第 38 条の規定により

地区土地利用協定が締結されている区域  

（４） 道路 

建築基準法第 42 条に規定する道路（開発行為等により整

備される道路で、当該開発行為等の完了時に建築基準法第

42 条の道路となるものを含む。）  

（５） 建築面積 建築基準法施行令第２条第 1 項第２号に規定する建築面積 

（６） 空地 建築面積に含まれない敷地の部分  

（７） 空地率 空地の面積の敷地面積に対する割合  

（８） 建ぺい率 建築基準法第 53 条に規定する建ぺい率 

（９） 基準建ぺい率 建築基準法第 53 条の規定による建ぺい率の最高限度  

（10） 公開空地等 

不特定多数の者が日常自由に通行又は利用できる広場、公

園、歩路、通路等の公開空地並びに緑地、樹林地、芝生、

花壇、屋上空地等の公開空地に準ずる有効な空地等をい

い、駐車場（緑化駐車場を除く。）、駐輪場及び車路等の部

分は含まない。 

（11） 
有効公開空地 

面積 

公開空地等の面積に評価係数（種類、位置、形態等から定

められる数値）を乗じた面積  

（12) 
有効公開空地

率 

有効公開空地面積の合計の敷地面積（敷地の一部が都市計

画道路等の都市施設の区域内にある場合は、敷地面積から

当該部分の面積を除いた面積。また、敷地外に表 11 欄外

及び表 14 欄外に掲げる空地等がある場合は、敷地面積に

当該空地等の面積を加算した面積。）に対する割合。  

（13) 都市施設 都市計画法第 11 条に規定する都市施設 

（14) 植栽基盤施設 
屋上等において恒常的に樹木及び多年草等が有効に生育

するために必要となる土壌基盤等の施設  



 ４ 

Ⅲ 適用緩和又は適用除外の認定について 

１．適用緩和 

高度地区に定めた適用緩和は、Ⅳ－１．に定める技術基準(Ⅰ)を満たしている

計画で、その内容が敷地周辺地に対しての都市防災や日常生活などの面で市街

地の環境の整備改善に資する計画であり、日影環境等や敷地周辺の特性に配慮

した計画であるかについて、建築審査会の意見を聴いて認定を行うものとする。 

ただし、次のいずれかに該当するものについては適用緩和の認定をしない。  

ア．敷地内に次に掲げる地域地区を含む計画  

① 首都圏近郊緑地保全区域 

② 地区土地利用協定区域（高度地区による建築物の高さの最高限度につ

いて緩和をしない規定が定められている区域に限る。）  

イ．横須賀市景観条例第３条に規定する眺望景観保全基準が定められている

区域内において、当該眺望景観保全基準に適合しない計画  

２．適用除外 

（１）高度地区に定めた適用除外のうち、Ⅰ－２．表中、適用除外 (５)アについて

は、Ⅳ－２．に定める技術基準(Ⅱ) を満たし、周辺の市街地環境の形成及

び維持に支障がないものと認められる計画について、建築審査会の意見を聴

いて認定を行うものとする。 

（２）高度地区に定めた適用除外のうち、Ⅰ－２．表中、適用除外 (５)ウからオに

ついては、Ⅳ－３．に定める技術基準(Ⅲ) を満たし、周辺の市街地環境の

形成及び維持に支障がないものと認められる計画について、建築審査会の意

見を聴いて認定を行うものとする。 

（３）高度地区に定めた適用除外のうち、Ⅰ－２．表中、適用除外（５）イ、 (６)

については、建築審査会の意見を聴いて認定を行うものとする。 

（４）高度地区に定めた適用除外のうち、Ⅰ－２．表中、適用除外（４）について

は、個々の状況を判断して認定を行うものとする。  
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Ⅳ 基準 

１． 技術基準（Ⅰ） 

（１）敷地面積 

敷地面積が表１に掲げる規模の計画であること。 

表１ 

種    類 敷地面積の規模 

① 
第 1 種高度地区 

第 2 種高度地区 
2,000 ㎡以上 

② 第 3 種高度地区 500 ㎡以上 

※ただし、第 3 種高度地区において建築物の１階部分を店舗、事務所等の商業

系用途とし、かつ 2 階以上の階に共同住宅を設ける場合は、表１の敷地面積の

規模は適用しない。 

 

（２）接道要件 

敷地周長の１／８以上が表２に掲げる道路に接している計画であること。 

表２ 

種    類 道路幅員 

① 第 1 種高度地区 ６ｍ以上 

② 
第 2 種高度地区 

第 3 種高度地区 
８ｍ以上 

※ ただし、第 2 種高度地区において敷地周囲の道路状況により、市街地環境へ  

  与える影響が少ない場合には道路幅員を６ｍ以上とする。  

 

（３）空地率 

敷地内に表３の数値以上の空地率が確保されている計画であること。 

表３ 

基準建ぺい率 空地率 

① 50％以下の場合 
１から基準建ぺい率を減じた数値に

10％を加えた数値 

② 
50％を超え 55％以下の場

合 
60％ 

③ 55％を超える場合 
１から基準建ぺい率を減じた数値に

15％を加えた数値 
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（参考：表３による空地率） 

基準建ぺい率 空地率 

① 50％ 60％以上 

② 60％ 55％以上 

③ 70％ 45％以上 

④ 80％ 35％以上 

⑤ 90％ 25％以上 

⑥ 100％ 15％以上 

 

（４）有効公開空地率 

ア．必要となる有効公開空地率  

有効公開空地率が表４に掲げる数値以上の計画であること。 

表４ 

基準建ぺい率 有効公開空地率 

① 55％未満の場合 45％以上 

② 55％以上の場合 {0.15＋(1－ｃ)×1/1.5}×100％以上 

ｃ：基準建ぺい率 

（参考：表４、表７、表９による有効公開空地率）  

基準建ぺい率 有効公開空地率 

① ５０％ 約４５％以上 

② ６０％ 約４２％以上 

③ ７０％ 約３５％以上 

④ ８０％ 約２９％以上 

⑤ ９０％ 約２２％以上 

⑥ １００％ 約１５％以上 

 

イ．有効公開空地率の算定 

有効公開空地率は、表５により算定する。  

表５ 

Ｃ＝（Ｂ／Ａ）×100％ 

Ｂ＝Ｄ×Ｅ×Ｆ 

   ＋Ｇ×Ｈ×Ｉ 

Ａ：敷地面積 

Ｂ：有効公開空地面積 

Ｃ：有効公開空地率 

Ｄ：公開空地の面積 

Ｅ：表 12（公開空地の種類による評価係数Ⅰ） 

Ｆ：表 13（公開空地の位置、形態による評価係数Ⅱ） 

Ｇ：公開空地に準ずる有効な空地の面積  

Ｈ：表 15（公開空地に準ずる有効な空地の種類による

評価係数Ⅲ） 

Ｉ：表 16（公開空地に準ずる有効な空地の位置、形態

による評価係数Ⅳ） 

※ 有効公開空地面積には、公開空地に準ずる有効な空地の面積が有効公開空地

面積の合計の１／２を超える部分を算入しない。  
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（５）日影による建築物の高さの制限  

周辺地域に及ぼす日影について、以下に示すア．及びイ．に適合する計画であ

ること。 

   ア．適用緩和の認定を受けようとする建築物は、建築基準条例（昭和 47 年 10

月 11 日 条例第 33 号）第 51 条の３に掲げる表を表６に置き換えて建築基準

法第 56 条の２に規定する日影による中高層の建築物の高さ制限に適合する

こと。 

表６ 

対象区域 

日影時間の

測定を行う

平均地盤面

からの高さ 

日影時間 

敷地境界線からの水

平距離が5メートルを

超え 10メートル以内

の範囲 

敷地境界線からの水

平距離が 10メートル

を超える範囲 

第1種低層住居専用

地域、第2種低層住

居専用地域及び用

途地域の指定のな

い区域 

0.5ｍ 3時間未満 2時間未満 

第1種中高層住居専

用地域、第2種中高

層住居専用地域、第

1種住居地域、第 2

種住居地域及び準

住居地域 

4ｍ 3時間未満 2時間未満 

近隣商業地域及び

準工業地域 
4ｍ 4時間未満 2.5時間未満 

 

イ－１ 適用緩和の認定を受けようとする建築物の日影（当該建築計画によ

る日影の等時間日影線（建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第

40 号）第１条の３第１項の表２の 30 項に規定する等時間日影線）

をいう。以下「日影」という。）が、都市計画高度地区における建

築物の高さの最高限度の範囲内で建築基準法令に適合する建築計

画による日影の範囲内であること。ただし、海、川及び道路等の部

分に及ぼしている日影についてはこの限りではない。  

イ－２ 商業地域内の建築物等で、日影が商業地域等の日影時間の制限を受け

ない範囲内であるものについては、イ－１の規定は適用しない。  
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 （６）緑化 

緑化について、以下に示すア．及びイ．に適合する計画であること。ただし、

第２種及び第３種高度地区内における適用緩和の認定にあたっては、ア．の規定

は適用しない。 

ア．敷地内緑化 

敷地面積の 25％以上の面積について、表 17 の基準に基づき緑化すること。

なお、敷地内に既に存する樹林地等で当該計画により保全されるものは、緑

化面積に算入できるものとする。 

イ．屋上緑化 

①  適用緩和の認定を受けようとする建築物（増築にあっては当該増築部分）

の建築面積の 20％以上（認定を受けようとする建築物が二以上ある場合

には、状況に応じ、集約して必要量を確保することができる。）の植栽基

盤施設を当該建築物の屋上、庇、外壁等の部分に設けること。（当該屋上

緑化面積は、ア．に示す敷地内緑化の面積に算入できるものとする。）  

②  建築物の構造又は屋根形状等から、屋上、庇、外壁等の部分に建築面積の

20％以上の植栽基盤施設を設けることができない場合は、不足分に２を乗

じた緑地面積等を敷地内に確保すること。  

 

（７）第３種高度地区における都市計画上支障がないと認める範囲内 

ア．近隣商業地域における建築物の高さ（地盤面からの高さによる。）の最高限

度は 45ｍとする。 

イ．商業地域における建築物の高さ（地盤面からの高さによる。）の最高限度は

60ｍとする。 

ウ．建築物の高さ（前面道路の路面の中心からの高さによる。）が 12ｍを超え

る各部分から道路境界線までの水平距離が、当該部分の高さをメートルによ

り表示した数値の平方根の１／２以上であること。  
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２．技術基準（Ⅱ） 

（１）敷地面積 

ア．敷地面積が、建築基準法第６条及び第６条の２に基づく確認済証等（確認

済証等が複数ある場合には、高度地区の都市計画決定以前における直近のも

の）における規模を下回らないこと。  

イ．高度地区の都市計画決定後において、公共施設の整備又は公共機関への用

地提供等並びに令第 130 条の４第４号及び第５号の施設整備のために用地提

供等を行った場合には、前号の規定は適用しない。  

 

（２）建替え（部分的に一部を解体し再建築する場合を含む。）とみなす範囲  

  この基準における建替えとは、現存している建築物又は高度地区の都市計画

決定時（以下｢基準時｣という。）において建築物が立地していたことが確認され

る建築物（基準時において建築基準法令に適合している建築物）と概ね同様な

建築物を再建築するもので、次の内容に適合しているものをいう。  

ア．建築物の高さ 

建築物の最高高さ（建築基準法に基づき算定される数値）が、高度地区の

都市計画決定時における最高高さ（建築基準法第６条及び第６条の２に基づ

く確認通知書等で確認通知書等が複数ある場合には、高度地区の都市計画決

定以前における直近のもの）以下であること。 

イ．建築物の用途 

   建替え以前の建築物の用途と基本的に同一であること。  

ウ．床面積の限度 

   基準時における建築物の延べ面積の 1.2 倍以下であること。 

エ．立面投影面積 

   敷地周囲における計画建築物の立面投影面積の合計が基準時における建築

物の立面投影面積の合計より少ないものであること。  

 

（３）有効公開空地率 

ア．必要となる有効公開空地率  

有効公開空地率が表７に掲げる数値以上の計画であること。 

表７ 

基準建ぺい率 有効公開空地率 

① 55％未満の場合 45％以上 

② 55％以上の場合 {0.15＋(1－ｃ)×1/1.5}×100％以上 

ｃ：基準建ぺい率 
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イ．有効公開空地率の算定 

有効公開空地率は、表８により算定する。 

表８ 

Ｃ＝（Ｂ／Ａ）×100％ 

Ｂ＝Ｄ×Ｅ×Ｆ 

   ＋Ｇ×Ｈ×Ｉ 

Ａ：敷地面積 

Ｂ：有効公開空地面積 

Ｃ：有効公開空地率 

Ｄ：公開空地の面積 

Ｅ：表 12（公開空地の種類による評価係数Ⅰ） 

Ｆ：表 13（公開空地の位置、形態による評価係数Ⅱ） 

Ｇ：公開空地に準ずる有効な空地の面積  

Ｈ：表 15（公開空地に準ずる有効な空地の種類による

評価係数Ⅲ） 

Ｉ：表 16（公開空地に準ずる有効な空地の位置、形態

による評価係数Ⅳ） 

 

ウ． 敷地形状等により、表８に掲げる数値以上の有効公開空地率の確保が著し 

く困難な場合は、不足する有効公開空地率に２分の１の数値を乗じ、さらに 

敷地面積に乗じた面積を植栽基盤施設として、建築物の屋上、庇、外壁等の  

部分に確保し、表 17 の基準に基づき緑化すること。  

 

（４）屋上緑化等 

ア．屋上緑化 

適用緩和の認定を受けようとする建築物（増築にあっては当該増築部分）

の建築面積の 20％以上（認定を受けようとする建築物が二以上ある場合には、

状況に応じ、集約して必要量を確保することができる。）の植栽基盤施設を当

該建築物の屋上、庇、外壁等の部分に設け、表 17 の基準に基づき緑化するこ

と。 

イ． 建築物の構造又は屋根形状等から、屋上、庇、外壁等の部分に建築面積の

20％以上の植栽基盤施設を設けることができない場合は、不足分に２を乗じ

た緑地面積を表 17 の基準に基づき敷地内に確保すること。  
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３．技術基準（Ⅲ） 

（１）有効公開空地率 

ア．必要となる有効公開空地率  

有効公開空地率が表９に掲げる数値以上の計画であること。 

表９ 

基準建ぺい率 有効公開空地率 

① 55％未満の場合 45％以上 

② 55％以上の場合 {0.15＋(1－ｃ)×1/1.5}×100％以上 

ｃ：基準建ぺい率 

 

イ．有効公開空地率の算定 

有効公開空地率は、表 10 により算定する。 

表 10 

Ｃ＝（Ｂ／Ａ）×100％ 

Ｂ＝Ｄ×Ｅ×Ｆ 

   ＋Ｇ×Ｈ×Ｉ 

Ａ：敷地面積 

Ｂ：有効公開空地面積 

Ｃ：有効公開空地率 

Ｄ：公開空地の面積 

Ｅ：表 12（公開空地の種類による評価係数Ⅰ） 

Ｆ：表 13（公開空地の位置、形態による評価係数Ⅱ） 

Ｇ：公開空地に準ずる有効な空地の面積  

Ｈ：表 15（公開空地に準ずる有効な空地の種類による

評価係数Ⅲ） 

Ｉ：表 16（公開空地に準ずる有効な空地の位置、形態

による評価係数Ⅳ） 

 

（２）屋上緑化等 

ア．適用緩和の認定を受けようとする建築物（増築にあっては当該増築部分）

の建築面積の 20％以上（認定を受けようとする建築物が二以上ある場合には、

状況に応じ、集約して必要量を確保することができる。）の植栽基盤施設を当

該建築物の屋上、庇、外壁等の部分に設け、表 17 の基準に基づき緑化するこ

と。 

イ．建築物の構造又は屋根形状等から、屋上、庇、外壁等の部分に建築面積の

20％以上の植栽基盤施設を設けることができない場合は、不足分に２を乗じ

た緑地面積を表 17 の基準に基づき敷地内に確保すること。  
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４．公開空地等の基準 

公開空地等は、下記(１)及び(２)に定める基準に基づき「公開空地」と「公開空

地に準ずる有効な空地」に区分し、それぞれの種類、位置、形態等によりその有効

面積を算定する。 

（１）公開空地 

ア．公開空地の種類 

公開空地の種類は表 11 のとおりとする。 

表 11 

分 類  要 件  

広場状公開空地  

下記①～⑥のすべてに該当する空地または空地の部分  

① 利用形態  歩行者が日常自由に通行し、または利用できる

もの。（不特定多数の者が日常自由に利用できる

位置に設け、災害時においては周辺住民の避難に

効果的なオープンスペースになること。）  

② 最小幅  ４ｍ。ただし、歩道状公開空地に隣接し一帯に

整備される空地についてはこの限りでない。  

③ 面積  100 ㎡以上であるもの。（表１のただし書きを適

用する場合は、敷地面積の 20%以上であるもの。

歩道状公開空地に隣接し一帯に整備される空地

の場合は、歩道状公開空地の部分を除いた面積） 

④ 接道  全周の８分の１以上が接道（道路に沿って設け

られる歩道状公開空地に接する場合を含む。）し

ているもの。ただし、動線上無理のない通り抜け

等の貫通通路（歩道状公開空地）を設けたもので、

歩行者の出入りに支障のない場合は、この限りで

ない。  

⑤ 道路との

高低差  

高低差の最大部分で６ｍ以内。ただし、地形上、

道路から連続して高さが変化するもの及び駅舎

のコンコース、横断歩道橋等に連結するもの等歩

行者の利便に供するものは、この限りでない。  

⑥ 緑化  空地面積の 30％以上を緑化しているもの。  

 大 規 模 広 場

状公開空地  
広場状公開空地のうち面積が 300 ㎡以上のもの。  

小 規 模 広 場

状公開空地  
広場状公開空地のうち面積が 300 ㎡未満のもの。  

歩道状公開空地  

下記①～④のすべてに該当する空地または空地の部分  

① 機能  ・歩行者が日常自由に通行できるもので、道路（未

整備の都市計画道路を含む。）に沿って敷地全長

（最小限必要な車路のみにより分断されている

ものは、敷地全長にわたって設けられているもの

とみなす。）にわたって設けられ、かつ、道路と

一体的に利用できるもの。ただし、道路及び地形

地物の状況により設ける必要がないと認められ

る場合はこの限りでない。  

・敷地を貫通等して道路、公園等を相互に有効に

連絡する効果を有する貫通通路  



 １３ 

② 利用形態  歩行者が日常自由に通行し、または利用できる

もの。  

③ 幅員  ２ｍ以上６ｍ以下。  

④ 道路との

高低差  

高低差の最大部分で６ｍ以内。ただし、地形上、

道路から連続して高さが変化するもの及び駅舎

のコンコース、横断歩道橋等に連結するもの等歩

行者の利便に供するものは、この限りでない。  

なお、公開空地には、公共空地（建築物の整備と一体的に計画配置される又は

された公園、広場等の空地で表 11 の要件に該当するもののうち、事業者の無償譲

渡又は無償貸付けに係るものであって、都市計画決定され、又は地方公共団体に

より管理されるもの）を含むものとする。 

 

＜公開空地例＞ 

広場状公開空地は、100 ㎡以上とする。 

ただし、下図のとおり、歩道状公開空地に隣接し一帯に整備される空地につ

いては、隣接する広場状公開空地として合算し、有効公開空地面積の対象とす

る。 

「歩道状公開空地に隣接し一
帯に整備される空地」（　　　の
部分）については、隣接する
広場状公開空地と合算し、有
効公開空地面積の算定対象
とする。

広場状公開空地 建築物

歩道状公開空地

車道

1.5ｍ

2.0ｍ

6.0ｍ

6.0ｍ
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イ．公開空地の有効面積算定  

① 算定方法 

「有効公開空地面積」は、公開空地の面積に表 12 による評価係数を乗じて

算定し、さらに表 13 に掲げる条件に該当する部分がある場合には、部分ごと

に該当するすべての評価係数を乗じて算定するものとする。また、表 11 欄外

に掲げるものについては各々の位置、形態、機能等に応じ、上記に準じた評

価をするものとする。ただし、当該公開空地の部分が都市計画道路等の都市

施設の区域内にある場合は、有効公開空地面積の算定対象としない。  

 

② 評価係数 

表 12 公開空地の種類による評価係数  

公開空地の種類 
評価  

係数Ⅰ  
基   準 

① 
大 規 模 広 場 状

公開空地 

1.2 
幅員 6ｍ以上の道路又は貫通通路に接し、面積が

500 ㎡以上のもの 

1.1 
幅員 6ｍ以上の道路又は貫通通路に接し、面積が

500 ㎡未満のもの 

1.0 その他の大規模広場状公開空地  

② 
小 規 模 広 場 状

公開空地 
1.0  

③ 
歩 道 状 公 開 空

地 

2.5 

歩道に沿って概ね同一レベルで設けられ、歩道と

の合計幅員が６m 以上のもの（歩道がない道路に

あっては道路と概ね同一レベルで設けられ、幅員

が６m のもの） 

2.0 

歩道に沿って概ね同一レベルで設けられ、歩道と

の合計幅員が４m 以上のもの（歩道がない道路に

あっては道路と概ね同一レベルで設けられ、幅員

が４m 以上のもの） 

1.5 貫通通路及びその他の歩道状公開空地  

 

表 13 公開空地の位置・形態による評価係数  

公開空地の 

位置・形態 
評価  

係数Ⅱ  
基   準 

① 
道 路 か ら 見 渡

せない部分 

1.0 ⅰ 
動線上無理のない歩道状公開空地（貫通通路）

を設けている場合 

0.5 ⅱ 道路からみて、建築物や隣地の影になる部分  

② 
道 路 と の 高 低

差がある部分 

1.0 ⅲ 道路との高低差＋1.5ｍ未満～－3ｍ未満 

0.6 ⅳ 道路との高低差＋1.5ｍ以上～－3ｍ以上 
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1.0 ⅴ 

ⅳのうち、道路から連続して高さが変化するも

の、駅舎のコンコース及び横断歩道橋等に連絡

するもの 

③ 

ピ ロ テ ィ 等 に

よ っ て 覆 わ れ

ている場合 

1.0 梁下 10m 以上 

0.8 梁下５m 以上 10m 未満 

0.6 梁下 2.5m 以上５m 未満 

※  ピロティ等とは、ピロティ、アーケード、アトリウム等の建築物又は建築物の部分をいう。また、

梁下とは、公開空地等の地盤面あるいは床面からその上空を覆っているピロティ等の下面（梁

下、床版下等）までの高さをいう。  

 

（２）公開空地に準ずる有効な空地  

ア．公開空地に準ずる有効な空地の種類  

表 14 に該当するものについては、公開空地に準ずる有効な空地として、有効

公開空地率の面積に算入できるものとする。  

表 14 

分 類 要 件 

① 

屋内公開多目的空

間、中庭（第 3 種

高 度 地 区 内 に 適

用）・運動場 

ⅰ）周囲の大部分を建築物に囲まれ、道路に接していな

いアトリウム、道路からの見通しが考慮されている 

中庭 

ⅱ）道路からの見通しが考慮されている運動場など 

ⅲ）面積は 300 ㎡以上 

② 屋上公開空地 
道路に面し、道路からの高さが 12ｍ以下かつ道路の幅

員以下のもの 

③ 緑地、植え込み 市街地の緑化に配慮したもの  

④ 緑化駐車場 市街地の緑化に配慮したもの  

⑤ 緑化敷地内通路 市街地の緑化に配慮したもの  

なお、公開空地に準ずる有効な空地には、空地又は空地の部分で環境の向上に

寄与する植え込み、芝、池等及び空地の利便の向上に寄与する公衆便所等の小規

模な施設に係る土地を含むものとする。  

 

イ．公開空地に準ずる有効な空地の有効面積算定 

① 算定方法 

公開空地に準ずる有効な空地の有効面積は、当該空地の面積に表 15 による

評価係数を乗じて算定し、さらに表 16 に掲げる条件に該当する部分がある場

合には、該当するすべての評価係数を乗じて算定するものとする。また、表

14 欄外に掲げるものについては各々の位置、形態、機能に応じ、上記に準じ

た評価をするものとする。ただし、当該公開空地に準ずる有効な空地の部分

が都市計画道路等の都市施設の区域内にある場合は、有効公開空地面積の算
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定対象としない。また、技術基準Ⅰにおける有効公開空地面積には、公開空

地に準ずる有効な空地の面積が有効公開空地面積の合計の１／２を超える部

分を算入しない。 

② 評価係数 

表 15 公開空地に準ずる有効な空地の種類による評価係数 

公開空地に準ずる

有効な空地の種類 
評価  

係数Ⅲ  
基   準 

① 

屋内公開多目的

空間･中庭 (第３

種高度地区に適

用)､ 運動場  

0.5 
a) 原則、道路からの見通しが考慮されているもの  

b)面積が 300 ㎡以上 

② 屋上公開空地 

0.6 

a)道路に面して設置されているもの  

b)道路からの高さが６ｍ以下かつ道路幅員以下の

もの 

0.3 

a)道路に面して設置されているもの  

b)道路からの高さが 12ｍ以下かつ道路幅員以下の

もの 

③ 緑地 1.0 市街地環境に有効な緑地 

④ 緑化駐車場  1.0 市街地環境に有効な緑化を図ったもの  

⑤ 緑化敷地内通路  1.0 市街地環境に有効な緑化を図ったもの  

 

表 16 公開空地に準ずる有効な空地の位置・形態による評価係数  

公開空地に準ずる有

効な空地の位置・形態 
評価  

係数Ⅳ 基   準 

① 
道路から見渡せな

い部分 

1.0 ⅰ 
動線上無理のない歩道状公開空地（貫通通

路）を設けている場合 

0.5 ⅱ 
道路からみて、建築物や隣地の影になる部

分 

② 
道路との高低差が

ある部分 

1.0 ⅲ 道路との高低差＋1.5ｍ未満～－3ｍ未満 

0.6 ⅳ 道路との高低差＋1.5ｍ以上～－3ｍ以上 

1.0 ⅴ 

ⅳのうち、道路から連続して高さが変化す

るもの、駅舎のコンコース及び横断歩道橋

等に連絡するもの 

③ 

ピロティ等によっ

て覆われている場

合 

1.0 梁下 10m 以上 

0.8 梁下５m 以上 10m 未満 

0.6 梁下 2.5m 以上５m 未満 

※  ピロティ等とは、ピロティ、アーケード、アトリウム等の建築物又は建築物の部分をいう。また、

梁下とは、公開空地等の地盤面あるいは床面からその上空を覆っているピロティ等の下面（梁

下、床版下等）までの高さをいう。  
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（３）市街地環境の整備改善に特に寄与する場合  

公開空地等の位置、意匠、形態等が当該公開空地等の効用を増大させ、高齢者、

身体障害者等の通行または利用に配慮されているなど市街地環境の整備改善に特

に寄与する場合は、上記により算定された有効面積に評価係数 1.2 を乗じた数値を

有効公開空地面積として算定できるものとする。  

 

（４）隣接敷地間で一体的に計画された公開空地等  

隣接する敷地等において、公開空地等が一体的に計画されている場合は、全体

を一つの公開空地とみなし、前記（１）及び（２）の規定を適用する。 

なお、「隣接する」には、その間に道路を挟む場合も含める。ただし、その場合

の道路幅員は８ｍ以下とする。  



 １８ 

５．緑化等の基準 

高度地区の適用緩和又は適用除外の認定に係る緑化等の基準は以下のとおりとす

る。 

（１） 算定面積の基準 

技術基準（Ⅰ）－（6）ア、技術基準（Ⅱ）及び技術基準（Ⅲ）における緑化基

準は表 17 のとおりとする。 

     表 17 

区       分 植栽時の規格 算定の面積 

高       木 樹高 3m 以上 10 ㎡ 

中       木 樹高 1.5m 以上 5 ㎡ 

生  け  垣 樹高 0.8m 以上(1ｍ当たり) 2.5 ㎡ 

低      木  表面を覆った面積 

芝生・セダム類等  表面を覆った面積 

植生ブロック等  表面を覆った面積 

 

（２）緑化面積等 

     ア. （１）以外については、植栽地又は植栽基盤施設の面積により算出する。 

イ. その他の緑化 

① 壁面緑化 

      壁面に設置する補助資材で覆われた面積を緑化面積とする。また、補助  

   資材を使用しない場合は、植栽基盤施設の面積により算出する。 

② 緑化駐車場 

１）以下の内容に適合する施設であること   

      １ 駐車場の周囲（最小限必要な車路部分を除く。）に幅１ｍ以上の生垣

を設けること 

      ２ 駐車場所の 25％以上を芝生等で緑化すること 

      ３ 中木を駐車台数分以上植栽すること 

     ２）Ⅳ－２．技術基準（Ⅱ）及びⅣ－３．技術基準（Ⅲ）を適用する場合

には、１）の基準を満たす機械式駐車場についても緑化駐車場とみなす。  

     ③ 緑化敷地内通路 

        通路を植生ブロック等により緑化したもの。 

 

（３）緑化等の安全管理 

     緑化の維持管理にあたっては、規則に基づき、公開空地等維持管理報告書  

の届出を行い、特に中高木の植栽にあっては、ワイヤー支柱等による樹木の 

転倒防止措置等を図るなど安全管理に努めること。  

 



 １９ 

６．敷地が２以上の適用基準の異なる区域等にわたる場合の措置 

 

（１）敷地面積 

敷地が表１の異なる区域にわたる場合は、敷地の過半が属する区分欄の敷地規

模規定を適用する。 

 

（２）接道要件 

敷地が表２の異なる区域にわたる場合は、敷地の過半が属する区分欄の道路幅

員規定を適用する。 

 

（３）空地率 

敷地が表３の異なる区域にわたる場合は、異なる区域にある敷地の各部分の面

積に属する空地率を乗じたものの合計を敷地面積で除したものを空地率とする。 

 

（４）有効公開空地率 

ア．敷地が表４、表７、表９の異なる区域にわたる場合は、異なる区域にある

敷地の各部分の面積に属する有効公開空地率を乗じたものの合計を敷地面積

で除したものを有効公開空地率とする。  

イ．公開空地に公共空地を含む計画にあっては、敷地面積に当該空地等の面積

を加算した面積を敷地面積とみなしてア．の算定を行う。 



 ２０ 

附則 
この認定基準は、平成 16 年（2004 年）1 月 26 日から施行する。 

附則 
この認定基準は、平成 16 年（2004 年）７月１日から施行する。  

附則 
１ この認定基準は、平成 18 年(2006 年)１月１日から施行する。 

２ この認定基準の施行日前に認定を受けたものについては、旧基準を適用する。 

附則 
１ この認定基準は、平成 18 年(2006 年)８月１日から施行する。 

２ この認定基準の施行日前に認定を受けたものについては、旧基準を適用する。 

附則 
１ この認定基準は、平成 19 年(2007 年)11 月１日から施行する。 

２ この認定基準の施行日前に認定を受けたものについては、旧基準及びこの基準

を適用する。 

附則 
この認定基準は、平成 20 年(2008 年)８月１日から施行する。 

 



 ２１ 

「公開空地」の例 

広場状公開空地 広場状公開空地 

  
歩道状公開空地 歩道状公開空地 

  
歩道状公開空地 歩道状公開空地（敷地内通路）  

  

 



 ２２ 

「公開空地に準ずる有効な空地」の例 

緑 地 緑 地 

  
緑 地 緑 地 

  
中 庭（第 3 種高度地区に適用） 屋内公開多目的空間（第 3 種高度地区に

適用） 

  



 ２３ 

「緑化駐車場の例」 

（イメージ） 

 

 

 

要 件  

１ 以下の内容に適合する施設であること   

  （１）駐車場の周囲（最小限必要な車路部分を除く。）に幅１ｍ以上の生垣を設け

る 

  （２）駐車場所の 25％以上を芝生等で緑化 

  （３）中木を駐車台数分以上植栽  

 ２ 技術基準（Ⅱ）及び技術基準（Ⅲ）に該当する場合には、１の基準を満たす機

械式駐車場についても緑化駐車場とみなす。  

 

 

駐車場所  

３ｍ 

６ｍ 

低木、芝生等  

幅約 25cm 

低木、芝生等  

幅約 60cm 

中木  

 

駐車場所  

2.5ｍ 

６ｍ 

駐車場所の緑化の例 

 

附置義務駐車条例の例 

 

駐車場所  

駐車場所  

駐車場所  

駐車場所  

駐車場所  

駐車場所  

道  路  

車 

路 

要件１  

要件２  

要件３  



 ２４ 

「屋上緑化」の例 

屋上緑化 屋上緑化 

  
屋上緑化 屋上緑化 

  
屋上緑化・壁面緑化 屋上緑化・壁面緑化 

  

 

 


